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Abstract: Two populations of Japanese black bear (Ursus thibetanus) are distributed in 

Hyogo Prefecture and neighboring areas. To manage bear populations inhabiting the 

prefectural boundary, a regional management system was developed in 2018. The 

management council established the guidelines for the management of bear populations, 

guiding the implementation of conservation and management plans by prefectures. The 

regional management council estimated regional population dynamics by using integrated 

data collected by each prefecture, and the estimation was validated by a scientific 

要 点 

・ 兵庫県に生息するツキノワグマは円山川を境に 2 つの地域個体群にわかれ、西側に東

中国地域個体群、東側に近畿北部地域個体群が分布する。 

・ 地域個体群ごとの保全管理のためには、それぞれの地域個体群が生息する隣接府県と

の協力関係が必要であることから、2018年に地域個体群の広域管理に向けた協議会が

設立された。 

・ 広域協議会は広域指針を定め、各府県は指針を参考に特定鳥獣保護管理計画に基づい

た保護管理を行う。 

・ 広域協議会は各府県のデータを統合した個体数推定を実施し、科学部会がその手法に

ついて評価を行う。 
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１．はじめに 

ツキノワグマ (Ursus thibetanus) は本州および四国に生息する大型哺乳類である。東日

本においては、東北地方から中部地方にかけて分布が比較的連続しているが、西日本におい

ては生息地が過去に分断・孤立したことにより、絶滅の危険性が高い地域個体群が存在して

いる (日本クマネットワーク 2014)。九州では 1950 年代の記録以降、1987 年に他地域から

持ち込まれたと考えられる個体が捕獲されたのみであり、現在では絶滅したと考えられてい

る (環境省 2012)。近畿北部から中国地方にかけての分布状況をみると、福井県南部から滋

賀県、京都府、大阪府北部、兵庫県の東側にかけて近畿北部地域個体群、兵庫県の西側から

鳥取県、岡山県にかけて東中国地域個体群、島根県、広島県、山口県にかけて西中国地域個

体群が分布する (環境省 2017)。かつてこれらの地域個体群の分布は不連続であり、遺伝的

交流は制限されていたと考えられる (Ohnishi et al. 2007) が、2010～2017 年度の生息状況

から、それぞれの地域個体群で分布は拡大状況にあることがわかっている (環境省 2019)。

分布の拡大とともに、集落環境への出没など人間との軋轢も深刻化しつつあり、各府県にお

いては特定鳥獣保護・管理計画 (以下、特定計画) に基づく管理が実施されている (兵庫県 

2017; 京都府 2021; 岡山県 2017; 鳥取県 2017)。出没数の増加に伴い被害の防止が急務と

なる中で、過度な捕獲が進むと絶滅の危険性が高くなることから、地域個体群ごとの生息状

況に応じた順応的な保護管理を講じる必要がある。行動圏が広く複数の府県にまたがって生

息するツキノワグマの地域個体群の保護管理においては、関係府県が連携しながら、その方

向性について共通認識をもった上で計画的に進める必要がある (環境省 2017)。 

兵庫県では円山川を境に東中国地域個体群と近畿北部地域個体群が分布しており、これら

の地域個体群の絶滅を回避しつつ管理を行うためには兵庫県単独で管理を進めるのではなく、

隣接府県 (京都府、鳥取県、岡山県) との連携が必要である (図 1)。そこで府県が連携した広

域でのツキノワグマ地域個体群の保護管理のため、2018 年 10 月に兵庫県、京都府、鳥取県、

岡山県の 4 府県で構成される「近畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管理協議会」 (以下、

広域協議会) が設立された。広域協議会では、地域個体群毎の適切な保護管理の共通した考え

方や手法の確立、連携の強化による緊密な情報交換を行うこととしている。本章では、広域

協議会が 2021 年 10 月に策定した「近畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管理指針」 (近

畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管理協議会 2021; 章末資料に掲載; 以下、広域指針) の

内容を中心に、広域管理に向けた取り組みについて紹介する。 
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図 1. 広域協議会構成府県におけるツキノワグマの生息状況。地域ユニットおよび管理ユニッ

トの区分、地域個体群の分布境界に当たる河川を示した。 

 

２．広域協議会の設立の背景 

 広域協議会を構成する兵庫県、京都府、鳥取県、岡山県は、東中国地域個体群と近畿北部

地域個体群からなる府県境を越えたツキノワグマの生息地を有している。これらの府県では、

出没の増加や分布拡大などの共通の課題を有しているほか、保護管理方針やモニタリングデ

ータの収集においても、共通する部分が多かった (近畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管

理協議会 2021)。出没については、2004、2006、2008、2010、2014、2016 年の秋に、集落

やその周辺へツキノワグマが頻繁に出没し、生活被害や精神的被害を引き起こすなど、関係

府県で共通した傾向が見られた (図 2)。対策に関しては、いずれの府県も 2000 年頃までに、

ツキノワグマの絶滅の危険性が高まったことから、特定計画による保護管理が開始され、有

害捕獲個体の学習放獣 (横山ほか 2011) と錯誤捕獲個体の放獣を行ってきた。個体数の少な

かった時期には、狩猟の自粛や禁止、有害捕獲において初めて捕獲された個体に対する学習

放獣など、捕殺数を抑える保護管理を進めてきたが、2010 年以降の出没数の増加や分布の拡

大を受けて、被害地における有害捕獲は原則殺処分とすることや、ゾーニングに基づく集落

周辺での有害捕獲を拡大するなど、捕殺を伴う管理の強化へと方針を転換してきた (近畿北

部・東中国ツキノワグマ広域保護管理協議会 2021; 横山・高木 2018)。モニタリングについ

ては、出没情報の収集、捕獲・放獣時の対応記録の収集、捕獲個体情報の管理 (坂田ほか 2011)

が実施されており、各府県で細かい違いはあるものの、共通した項目が収集されていた。 
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 広域連携の必要性については、兵庫県で最初の特定計画 (兵庫県 2003) が策定された当初

から認識されていたが、情報交換以上の具体的な保護管理施策の共同実施には至っていなか

った (横山ほか 2008)。その後、狩猟の再開、学習放獣の基準の改定、予察捕殺の開始など、

同一の地域個体群に対しても異なる対応方針となることが増え、地域個体群における管理方

針を統一することについて、議論の必要性が高まっていた。2017 年に改訂された特定鳥獣保

護・管理計画作成のためのガイドライン (環境省 2017) において、保護管理ユニットに基づ

く広域的な保護管理の方針が定められ、兵庫県の特定計画においても、隣接府県間の連携強

化と情報共有による地域個体群管理の方針が位置づけられた (兵庫県 2017)。また、2017 年

の特定計画策定以降、兵庫県では推定生息個体数を県内全体の値に加えて、2 つの地域個体

群で分けた値を参考として算出することとし、地域個体群ごとの管理に対応可能なものへと

修正した (高木 2022)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. 各府県におけるツキノワグマの出没情報および人身事故の件数。広域指針 (近畿北部・

東中国ツキノワグマ広域保護管理協議会 2021) データより作図。出没には目撃及び痕

跡情報が含まれる。 

 

 広域管理に向けた具体的な動きとしては、2 つの地域個体群が分布する兵庫県が主体とな

り、広域での保護管理の意義などについて関係府県と調整したうえで、2018 年 3 月および 6

月に広域協議会の準備会を開催し、京都府、兵庫県、鳥取県、岡山県 (オブザーバーとして大

阪府も参加) での協議を行った。この時点の共通の課題として、各府県で独自のデータと手法

に基づき実施されている個体数推定を一括で実施し、地域個体群ごとの生息状況を把握する

必要があること、そのためには各府県がモニタリングしている捕獲情報のデータベースを統

合する必要があることが認識された (個体数推定の詳細については次節および高木 2022 を
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参照)。また、個体数推定については各府県で推定結果を捕獲上限等の行政指標として用いて

きた経緯があるが、行政担当者にとって推定の根拠となる統計モデルの理解は困難であり、

推定モデルの妥当性の判断や不確実性を含む推定結果の解釈が難しいことから、外部委員か

ら構成される科学部会を設置し、有識者による評価を受けることとした。科学部会は、野生

動物保護管理学を専門とし、モニタリングデータに基づく個体群動態分析や個体群の健全性

評価についての経験をもつ学識経験者で構成される。2018 年 10 月には、近畿北部及び東中

国地域個体群のツキノワグマの保護管理を目的として、広域協議会が設立された。協議会は

兵庫県、京都府、鳥取県、岡山県から組織され、オブザーバーとして大阪府および環境省近

畿地方環境事務所が参加している。協議会の運営事務費や、データベースの構築・保守管理

費用、データ解析にかかる費用などは、各府県からの負担金で賄われる。広域協議会は事業

として、広域指針の策定、各府県のモニタリング項目の統一と地域個体群単位の推定の実施、

各府県のツキノワグマに関する情報交換を行うこととしている。広域協議会に設置される科

学部会では、広域協議会が実施する個体数推定手法の評価、モニタリング項目の評価、広域

指針に対する助言・指導を行うことを目的としている。 

 

３．広域管理のためのデータ共有と個体数推定 

広域指針ではツキノワグマの保護管理の目標を、被害の防止、地域個体群の安定的な維持、

出没の抑制と定めている (近畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管理協議会 2021)。この

方針は、構成府県がそれぞれの特定計画の中で定めてきた目標と同一の方針である。しかし

ながら、各府県での対策が府県をまたがって分布する地域個体群の安定的な維持の達成に十

分なものであるかは、曖昧な評価しかできていなかった。各府県はそれぞれ独自に収集した

モニタリングデータからの推定を行っており、推定手法やどの時点での推定値 (年ごとの捕

獲前の個体数または捕獲後の個体数) を管理の基準に用いるかについては統一されていなか

った。そこで、広域協議会として地域個体群を単位とした生息状況の評価を行うために、協

議会では各府県のモニタリングデータを統合し、統一的な枠組みで生息数の推定を行うこと

とした。 

モニタリングデータの統合にあたっては、すでにデータベースによる捕獲情報の管理が実

施されている兵庫県のフォーマット (坂田ほか 2011) を改良した「ツキノワグマ情報共有化

システム」 (以下、共有化システム) を協議会として運用することとした。共有化システムは

クラウドサーバー上で運用され、各府県の担当者はインターネットを通じてログインし、リ

アルタイムで情報の更新ができる (図 3)。共有化システムにおけるデータベースは個体情報

と、個体情報に紐づく捕獲や放獣などの対応記録情報の 2 つから構成される。同一個体が異

なる府県で捕獲された場合、それまでは各府県それぞれ別のデータとして管理されていたが、

データベースの統合に伴い、共有化システムでは一つの個体情報に対して各府県での対応情

報が紐づく形となる。同一個体かどうかの判定は原則として、放獣時に装着されたマイクロ

チップコードの一致によって確認される。個体情報としては、新規登録時に個体 ID が自動的
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に付与され、マイクロチップコード、性別、推定生まれ年、耳標情報などが登録される。対応

記録としては、捕獲、放獣、死亡確認といった対応の種類によって入力項目が一部異なるが、

それぞれ対応の内容 (例えば捕獲の場合、有害捕獲、錯誤捕獲、学術捕獲などが選択できる)、

対応年月日、対応場所の入力に加え、写真データの登録が可能である。対応記録の入力の際

には、まず個体 ID を検索し、登録済みの個体 ID に紐付ける形で登録を行う。入力項目は各

府県でおおむね共通しているが、府県独自で収集する項目についても入力可能な設計とした。

なお、兵庫県におけるモニタリング項目およびモニタリング体制の詳細については坂田ほか

(2011)、横山ほか (2022) に記載がある。 

 共有化システムの運用において、兵庫県を除く府県では、既存のデータベース (多くはマイ

クロソフト社：エクセルファイルの形式で管理) からの移行が必要であり、担当者はそれまで

の作業と異なる対応が必要となった。しかしながら、共有化システムの構築は、府県境を超

えて移動するツキノワグマの個体情報を重複なく扱う上で必要であり、個体数推定における

データの信頼性を担保するものである。各府県が過去に収集してきたデータについては、シ

ステム稼働の際に一括登録した。登録するデータは各府県の責任で確認することとなってい

たが、登録時のデータにおいては、マイクロチップコードの誤入力に伴い、同一個体が別個

体として扱われる事例や、登録データと各府県の集計値に差が見られ、データの登録漏れが

確認される事例が見られた。個体数推定などの分析の際には、これらの誤情報は随時修正す

ることで対応しているが、これらの誤情報を行政担当者が入力時に確認するのは容易ではな

く、運用しながら事後的な修正を加えることとなった。いつの記録から登録されているかは

府県によって差があるが、2010 年以降の対応記録についてはほぼすべてが登録されており、

2022 年 1 月 19 日現在、個体情報としては 3,624 件、対応記録としては 10,634 件が登録さ

れている。 
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図 3. 共有化システムにおける個体情報 (上段) および対応記録 (下段) の登録画面 (一部を

抜粋) 
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 共有化システムに登録された個体情報および対応記録をもとに、2021 年度より地域個体群

ごとの個体数推定が行われることとなった。個体数推定に際しては、学識経験者から構成さ

れる科学部会がその手法や推定値の解釈に対して評価を行うこととした。モデルの詳細につ

いては広域指針別紙 (近畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管理協議会 2021; 章末資料) 

および高木 (2022) に詳しい記述がある。個体数推定の対象として、地域個体群の分布境界

および構成府県の府県境を基準に、2 つの地域ユニットと 6 つの管理ユニットを設定した（図

1）。東中国地域個体群の生息域に対応する地域ユニットは、3 つの管理ユニットを含み、兵庫

東中国管理ユニット (兵庫県本州部のうち、円山川および市川を結ぶラインの西側)、鳥取管

理ユニット (鳥取県全域)、岡山管理ユニット (岡山県全域) に分けられた。近畿北部地域個体

群に関しては、兵庫県から福井県まで広い生息域をもっているが、由良川を境界として遺伝

的な分化が見られることから (Ohnishi et al. 2007)、京都府の特定計画において東側と西側

で別の地域個体群として扱っている。広域指針においてもこの区分を踏襲し、近畿北部西側

地域個体群を対象とした地域ユニットを設定し、その中に兵庫近畿北部管理ユニット (兵庫

県本州部のうち、円山川および市川を結ぶラインの東側)、京都丹後管理ユニット (京都府の

うち由良川および土師川を結ぶラインの西側) の 2 つの管理ユニットを設定した。近畿北部

東側地域個体群については指針の対象外とするが、京都府からモニタリングデータの提供を

うけた京都丹波管理ユニット (京都府のうち由良川および土師川を結ぶラインの東側) につ

いては、個体数推定の対象として扱うこととしている。それぞれの管理ユニット間あるいは

地域ユニット間では個体の移動が確認されているため、管理ユニットごとのデータを個別に

扱うのではなく、標識個体のユニット間移動を加味したモデルで、6 つの管理ユニットの生

息個体数は同時に推定することとしている。 

 広域指針に策定時のデータに基づき、2011 年から 2020 年までの地域個体群ごとの生息数

が推定されている (近畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管理協議会 2021; 図 4)。地域個

体群ごとに若干の傾向は異なるが、個体数は 2011 年以降増加傾向にあるものの、2018 年以

降は頭打ち傾向にある。増加の理由としては、各府県で実施してきた捕獲制限や放獣体制構

築の取り組みの結果と考えられ、近年の頭打ち傾向に関しては、有害捕獲の強化に伴う殺処

分増加の影響を反映していると考えられる (近畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管理協

議会 2021)。地域個体群の生息数の動向については、各府県独自の推定の合算とはいくつか

異なる点がみられる。例として兵庫県が独自に行ってきた推定 (高木 2022) と比較すると、

おおまかな個体数の増加傾向は共通しているが、年度ごとの変動が若干異なっており、兵庫

県独自の推定における兵庫近畿北部管理ユニットの推定値は、広域協議会における近畿北部

西側地域個体群の推定に比べ変動が大きくなっている。その理由として推定手法の違いもあ

るが、兵庫県内のみのデータに基づく県独自の推定では、京都府側での捕殺等の対応につい

て考慮されておらず、移出入についても明示的に考慮できていないことが原因と考えられる。

また、各府県独自の推定の合算値に比べると、推定個体数は小さいものとなっている。そも

そも異なる手法に基づく推定値を合算することは適切ではないが、特に府県境部に生息する

個体については各府県で重複して推定対象とされていたため、個別の推定値の合算は過大評
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価になりやすかったのが、共有化システムのデータに基づく広域協議会のモデルでは、その

問題が解消されたといえる。 

 

 

図 4. 地域ユニット (地域個体群に対応) ごとの推定個体数の動態。中央値および 95%信用区

間を示す。広域指針 (近畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管理協議会 2021) より

転載。 

 

 広域協議会における推定は、各府県が登録したデータに基づいて、毎年実施され、当該年

当初に見込まれる個体数を基準として、地域個体群ごとに捕獲数の上限参考値を示すことが

指針に記載されている (近畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管理協議会 2021)。各府県

は協議会が示す地域個体群および管理ユニットごとの生息状況や捕獲状況に応じて、特定計

画で定める捕獲上限の設定や狩猟の可否を判断することになる。年度ごとの個体数管理は各

府県の特定計画に基づき実施されるが、地域個体群全体で過度な捕獲とならないよう、協議

会が毎年の生息状況や捕獲状況を評価する形となっている。 

 

 

４．広域指針の策定と運用 

 広域指針の策定にあたっては、地域個体群の保護管理における共通の目標や方針を記載し

た。調査研究機関である兵庫県森林動物研究センターを有し、両地域個体群が分布する兵庫

県が中心となって作成を進め、各府県からの意見を反映した。地域個体群の状況としては、

管理ユニットの考え方を明示するとともに、1990年代以降の地域個体群ごとの生息状況の変

化についての分析結果を記載した。捕獲状況、被害状況については、各府県のデータを基に

その傾向を記載するとともに、各府県での個体数管理や被害対策への取組状況を記載した。

保護管理の方針としては、地域個体群の生息動向の把握、捕獲数管理、被害対策の共通の考
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え方について記載し、具体的な管理基準や捕獲上限の設定は、指針を参考にしながら各府県

が特定計画の中で定めることとした。広域指針は、法定計画である特定計画とは異なり、あ

くまでも参考とすべき共通の方針を示すものである。指針の作成段階では、具体的な管理基

準についても記載すべきかどうかの議論もあったが、管理の実施については、各府県の状況

に応じた独自の判断が可能なものとなっている。広域協議会としては、各府県が実施する対

策を事後的に評価することで、地域個体群の保護管理における共通の目標の達成を目指すこ

ととなる。 

 2021 年 10 月に策定された広域指針の運用は、2022 年度以降の特定計画に反映されること

となる。本稿執筆時には、広域指針を反映された特定計画は施行されていないが、これまで

曖昧な形で評価されていた、地域個体群に対する扱いと、その生息状況に基づく管理の方針

が明確になるものと想定される。兵庫県では、2018 年以降 2 つの地域個体群に対して個別の

推定生息数を算出することを試行してきたが (高木 2022)、特定計画の中では県内に分布す

る 2 つの地域個体群の課題は同一であることから、管理計画では県内に生息するツキノワグ

マを一体的に扱う対応をしてきた (兵庫県 2017)。広域協議会による推定で地域個体群ごと

の生息状況が明らかになることで、今後は地域個体群ごとに異なる対策を取る必要が生じる

と想定される。  

 

５．広域管理の今後 

 指針においては、現時点で実践している項目だけでなく、今後取り組みが必要な事項につ

いても記載している (近畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管理協議会 2021)。事項とし

ては、①捕獲‐再捕獲データのモニタリング体制、②地域個体群の連結性の評価、③捕獲個

体の性別、年齢、繁殖歴、栄養状態等の調査、④行動圏や生態、生息環境に関する調査、⑤堅

果類の結実状況等に関する調査、⑥人身被害や農林業被害の防止に関する対策を挙げている。

今後広域連携の体制を活かして、それぞれの府県単独では事業化が困難な調査研究、ノウハ

ウの共有を進めることが望ましい。 

捕獲‐再捕獲データのモニタリング体制については、指針で定めている個体数推定の実施

と捕獲数管理を継続する上で、特に強化が必要なものである。2017 年以降、出没対策として

集落周辺での有害捕獲強化 (ゾーニング管理) が各府県で進められており、殺処分数の増加に

対して放獣数が頭打ちとなっている (図 5)。兵庫県では錯誤捕獲が多いことから、放獣の対

象となる個体が多い (野口ほか 2022) が、京都府や鳥取県では有害捕獲対象となる捕獲が多

く、放獣数の減少が著しい (近畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管理協議会 2021)。捕獲

強化自体は集落に出没する個体を減らし、被害を抑制する上で必要な対策と考えられるが、

放獣数が今後も減り続けると、集団内における標識個体数が減少し、個体数推定の精度が低

下することとなる。特定の管理ユニットで再捕獲の観測がない年が続けば、絶滅リスクの評

価や許容可能な捕獲上限の算定が困難になるため、地域個体群全体での順応的な保護管理の

継続が困難となる。また、シカやイノシシを対象としたくくりわなによる錯誤捕獲は、捕獲
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‐再捕獲データの重要な情報源にはなるが、安全上のリスク、放獣対応のコスト、アニマル

ウェルフェアの問題から、その発生はなるべく回避すべきものである (中川 2020)。生息状

況の把握を前提とした個体数管理や被害対策を行う以上は、学術捕獲による捕獲‐再捕獲デ

ータの収集など、対策状況の変化に応じたモニタリング方法の見直しが必要になるだろう。

兵庫県では、2016 年度以降の狩猟捕獲の再開をきっかけとして、モニタリング調査員を配置

することで、狩猟個体に対しても有害捕獲個体と同様の精度でのモニタリングを実施する体

制を構築した (横山・高木 2018; 横山ほか 2022)。調査員の配置は、狩猟解禁の動きや捕獲

数が増えた状況におけるモニタリングのあり方の一例であるが、こうしたノウハウを広域連

携の中で共有していくことが、広域での管理を進める上で有効と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5. 各府県におけるツキノワグマの捕獲の内訳 (広域指針データより作図)。殺処分には狩

猟捕獲も含まれる。放獣等には捕獲後の脱出事例も含まれる。 

 

 地域個体群の連結性については、分布の拡大に伴いその評価を見直す必要が生じるだろう。

東中国地域個体群と近畿北部地域個体群の分布境界である円山川では、その上流部での生息

情報が増加し、円山川の東西を行き来する個体も共有化システムのデータから確認されてい

る (近畿北部・東中国ツキノワグマ広域保護管理協議会 2021)。また、両地域個体群の遺伝的

特徴を 1991–2004 年に捕獲された個体と 2013–2020 年に捕獲された個体で比較すると、遺

伝的多様性の上昇が認められており、地域個体群間において遺伝的交流が進行していると考

えられる (森光ほか 2021)。地域個体群間での個体の交流は、西中国地域個体群と東中国地

域個体群の間でも想定され、鳥取県西部に位置する大山周辺でも出没情報や捕獲情報が得ら

れている。近畿北部地域個体群の西側と東側の間でも個体の移動は確認されており、地域個

体群の分布境界については曖昧なものになりつつあるといえる。各地域個体群と隣接してい

る西中国地域個体群と近畿北部東側地域個体群について、地域個体群の連結性を評価する観

点から、将来的には個体数や生息動向などの情報収集を行うためにも、それらが分布する関
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係県との連携を検討するのが望ましいといえる。西中国地域個体群では、広島県、山口県、

島根県により、西中国山地ツキノワグマ保護管理対策協議会が設置され、3 県が一体となっ

た保護管理が進められている (澤田ほか 2015)。隣接府県での情報共有だけでなく協議会同

士の連携が進むことで、近畿から中国地方における広域のツキノワグマの保護管理のネット

ワークの構築が期待される。 
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